（様式Ⅳ－１－①）

	ＳＰＣの設立計画 ① －ＳＰＣの組織概要－

	出資構成、出資予定者、役員構成など、ＳＰＣの組織概要を記述してください。




備考　Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－１－②）

	ＳＰＣの設立計画 ② －ＳＰＣの経営方針－

	ＳＰＣの経営方針について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　ＳＰＣの経営目標及び経営理念

２　利益計上の考え方

３　配当政策及び投下資本の回収に対する考え方

４　ＳＰＣの経営の安定性確保策




備考　Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。
（様式Ⅳ－２－①）

	事業実施体制 ① －事業スキーム図－

	ＳＰＣと応募者の構成員、協力会社、融資者等との関係を図示してください。

（例示）
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融資者

受託水道業務技術管理者

・水道業務技術管理者

・マネジメント


（注）構成員、協力会社、融資者等の名称も記載してください。ただし、協力会社の企業名の表記は可能な範囲で結構です。


備考　Ａ３版１ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－２－②Ａ）

	事業実施体制 ②Ａ －構成員、協力会社役割分担表－

	応募者の構成員、協力会社の役割について、以下に記入してください。

＜構成員＞





（様式Ⅳ－２－②Ｂ）

	事業実施体制 ②Ｂ －構成員、協力会社役割分担表－

	＜協力会社＞


（注１）構成員及び工事業務の実施を担う者については、企業名を明記してください。協力会社の企業名の表記は可能な範囲で結構です。

（注２）膜ろ過装置の製造を担う者、維持管理業務のうち第三者委託を受託する者は、構成員であることが必要です。

（注２）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。




（様式Ⅳ－２－③）

	事業実施体制 ③ －運転管理業務の実施を担う者の実績－

	運転管理の実施を担う者の実績を以下に記入してください。

企業名
主な実績
業務概要
業務名称
発注者名称
施設名称
浄水処理能力（㎥/日）
業務期間
平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
業務内容
業務概要
業務名称
発注者名称
施設名称
浄水処理能力（㎥/日）
業務期間
平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
業務内容
業務概要
業務名称
発注者名称
施設名称
浄水処理能力（㎥/日）
業務期間
平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
業務内容
（注）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。


（様式Ⅳ－３）

	全体マネジメント体制

	全体マネジメント体制について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　設計・工事期間中、維持管理期間中のそれぞれの段階における全体マネジメント体制

２　当面のマネジメント担当予定者の経歴、実績等

３　代表企業のサポート体制




備考　Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。
（様式Ⅳ－４）

	事業スケジュール

	入札説明書　第２　10の事業スケジュールを踏まえ、事業全体のスケジュールを記述してください。

（注）詳細な工事工程は、様式Ⅲ－９で示すものとし、ここでは概略を記載してください。




備考　Ａ４版２ページ以内又はＡ３版１ページ以内で具体的に記述してください。
（様式Ⅳ－５）

	セルフモニタリング計画

	セルフモニタリング計画について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　セルフモニタリングの具体的方法

２　サービスの質を恒常的に維持するための工夫

３　サービスの質が要求水準を下回った場合の改善プロセス

（注）設計・工事段階、維持管理段階に分けて記述してください。


備考　Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－６）

	円滑で確実な業務引継ぎの仕組み

	当面のみならず、維持管理業務開始後相当期間が経過してから、不測の事態が発生し（業務受託企業が経営不振により倒産した場合や業務要求水準を満たしたサービスの提供ができないなど）、主要業務において、現に請け負う業務受託企業が業務を継続できなくなった場合に、新たな企業等に円滑かつ確実に引き継ぐための仕組みを記述してください。


備考　Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－７－①Ａ）

	施設整備費用計画 ①Ａ －施設整備費積算表－

	１　費用見積り

施設整備業務に係る費用見積りを記載してください。

（単位：千円）


（様式Ⅳ－７－①Ｂ）

	施設整備費用計画 ①Ｂ －施設整備費積算表－

	２　積算根拠

施設整備業務に係る費用の積算根拠を記載してください。

項目

積算根拠
開業関連費
事前調査費

設計費

工事監理費

周辺影響調査・電波障害等対策費

契約関連経費

その他（注１）

直接工事費
浄水施設
配水池
薬品設備
事業者用管理棟
排水処理施設
電気設備



（様式Ⅳ－７－①Ｃ）

	施設整備費用計画 ①Ｃ －施設整備費積算表－

	項目

積算根拠
直接工事費
計装設備
場内配管
その他必要な附帯施設
その他（注１）

共通費
共通仮設費

現場管理費

一般管理費

（注１）可能な範囲で具体的に記入してください。

（注２）提案内容により、費用の積上げに必要な費目を適宜訂正・追加の上、記入してください。
（注３）施設整備費用計画 ①Ａ（様式Ⅳ－７－①Ａ）と整合性の取れる形で記入してください。



（様式Ⅳ－７－②）

	施設整備費用計画 ② －積算に当たっての考え方－

	積算に当たっての考え方について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　設計・工事段階での費用内容とその考え方

２　各新設対象施設のコスト配分の方針

（注）上記においては、施設整備費用計画 ①（様式Ⅳ－７－①）の主な内容について説明してください。


備考　Ａ４版３ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－８Ａ）

	維持管理費用計画 Ａ －維持管理業務費用見積り－

	＜修繕費を除く維持管理費＞

１　費用見積り及び積算根拠
維持管理業務に係る費用見積り及びその積算根拠を記載してください。

（注１）物価変動を除いた額を記入してください。
（注２）初年度の４月～翌年３月の１年間の費用を記入してください。
（注３）積算根拠は、可能な限り具体的に記入してください。
（注４）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。
（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。


（様式Ⅳ－８Ｂ）

	維持管理費用計画 Ｂ －維持管理業務費用見積り－

	２　積算根拠（詳細）
　維持管理費のうち、運転管理業務費、保全管理業務費、水質管理業務費の積算根拠の詳細を記載してください。


（注１）提案内容により、各業務における費用の積上げに必要な費目ごとに、積算根拠を記入してください。
（注２）維持管理費用計画 Ａの１（様式Ⅳ－８Ａ）と整合性が取れる形で記入してください。




（様式Ⅳ－８Ｃ）

	維持管理費用計画 Ｃ －維持管理業務費用見積り－

	＜修繕費＞

１　費用見積り
　　修繕費の費用見積りを記載してください。

（単位：千円）





（様式Ⅳ－８Ｄ）

	維持管理費用計画 Ｄ －維持管理業務費用見積り－

	（単位：千円）

（注１）提案内容に応じて項目を適宜設定の上、対応する金額を記入してください。
（注２）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。

（注３）可能な範囲で具体的に記入してください。

（注４）入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６　３（２）イに該当する費用は、本費用見積りに計上してください

（注５）各年の費用には実態に即した内容（年度ごとに支出状況が異なる点を反映させた内容）を計上してください。
（注６）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。
（注７）金額は、年度別維持管理計画表（様式Ⅲ－63）及び長期収支計画（様式Ⅳ－13）と整合性の取れる形で記入してください。

（注８）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。



（様式Ⅳ－８Ｅ）

	維持管理費用計画Ｅ －維持管理業務費用見積り－

	　
２　積算根拠

修繕費の積算根拠を記載してください。


（注１）可能な範囲で具体的に記入してください。

（注２）提案内容により、費用の積上げに必要な費目を適宜訂正・追加の上、記入してください。


（様式Ⅳ－９）

	年度別サービスの対価支払予定表

	各業務の見積りを基に、事業期間中の年度別サービスの対価支払予定表を記載してください。

（単位：円）

（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。

（注２）各項目の分類は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６の費目に沿ってください。

（注３）可能な範囲で具体的に記入してください。

（注４）施設整備費及び支払利息は、入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６に記載の算定方法により積算の上、記入してください。なお、提案書における基準金利は、本提案書類作成要領及び様式集第１　２（３）ウ（ｱ）に記載のとおりとし、スプレッドは応募者の提案によるものとします。

（注５）維持管理費は、事業に要する費用に基づき、維持管理期間にわたって平準化して支払を受ける前提で応募者が提案する金額を記入してください。

（注６）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。
（注７）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。


（様式Ⅳ－10Ａ）

	収入計画及び資金計画 Ａ

	現在想定している収入計画及び資金計画の内容を記載してください。

１　収入計画

（１）施設整備費の積算根拠となる７年物（円－円）金利スワップレート及び10年物（円－円）金利スワップレートに上乗せするスプレッド、及びその根拠

ア　スプレッド（注２）

イ　根拠

（２）余裕金運用についての考え方


（３）その他収入についての考え方


（注１）施設整備費、維持管理に係る費用見積り及びこれらの積算根拠は、施設整備費用計画 ①（様式Ⅳ－７－①Ａ～Ｃ）、施設整備費用計画 ②（様式Ⅳ－７－②）、維持管理費用計画（様式Ⅳ－８Ａ～Ｅ）の該当する様式に記入してください。
（注２）入札説明書別添資料５「事業契約書（案）」別紙６　３（１）イ（ｱ）に記載のとおり、基準金利は７年物（円－円）金利スワップレート及び10年物（円－円）金利スワップレートの２つですが、提案する上乗せのスプレッドは１つとしてください。また、その計算過程は、イの「根拠」欄に必ず記入してください。
（注３）その他収入を想定している場合は、本欄に記入してください。


（様式Ⅳ－10Ｂ）

	収入計画及び資金計画 Ｂ

	２　資金計画

（１）必要な資金と調達方法 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）


（２）出資金の内訳　　　（単位：円）


（３）外部借入金の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）


（４）その他の調達方法の内訳


（注１）その他の様式における費目との関係が分かるように表現してください。

（注２）借入時期、利率、返済期間等を記入してください。利率は、基準金利とこれに上乗せされるスプレッド（融資者分）が分かるように記入してください。

（注３）出資金、外部借入金以外の資金調達方法を検討している場合は、本欄に記入してください。

（注４）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。


（様式Ⅳ－11）

	資金調達の確実性

	資金面でのアドバイザーを付ける、融資者から関心表明等を受けるなど、資金調達を確実に行うための工夫を記述してください。

なお、融資者からの関心表明がある場合は、別紙で写しを添付してください。


備考　Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－12）

	借入金返済計画等

	現在想定している借入金返済計画の内容及び資金管理に関する考え方を記載してください。

１　借入金返済計画


（単位：円）


（注１）借入ごとに作成してください。

（注２）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。

（注３）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。
２　資金管理に関する考え方

口座管理や資金管理に関する基本方針及び考え方を記入してください。その際、事業者の責により事業が終了した場合の損害金に対する手当てについても、あわせて記入してください。




（様式Ⅳ－13－①Ａ）

	長期収支計画 ①Ａ

	現在想定している長期収支計画を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）





（様式Ⅳ－13－①Ｂ）

	長期収支計画 ①Ｂ

	（前頁からの続き）

★ 応募者において想定するダウンサイドケースについても、想定条件とともに、作成してください。

（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。

（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。

（注３）収支計画における収入のうちの余裕金運用益、その他の積算根拠については、本様式に別紙の形式で添付してください。

（注４）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。

（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。


（様式Ⅳ－13－②）

	長期収支計画 ②

	長期収支計画の前提について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　会計処理（収益、費用の計上方法等）について

２　消費税・地方消費税の課税について

３　配当の考え方について

４　収入計画の前提について

（１）収入の前提


（２）支出の前提


（注１）消費税及び地方消費税、を除いた額を記入してください。
（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。
（注３）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。
（注４）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。
５　その他特記すべき事項


（様式Ⅳ－14）

	キャッシュフロー計画

	現在想定しているキャッシュフロー計画を記載してください。

（単位：円）

[image: image1.wmf]平成

平成

平成

平成

20年度

21年度

22年度

45年度

サービスの対価

余裕金運用益

その他（注３）

計

維持管理費

保険料

公租公課

支払利息

法人税等

その他（注３）

計

有価証券等売却収入

その他（注３）

計

開業費

初期投資

設備投資

その他（注３）

計

資本金

借入金

その他（注３）

計

借入金返済

その他（注３）

計

％

％

％

合計

財務活動によるキャッシュ・アウトフロー

財務活動によるキャッシュフロー

　　　　　　　　　　　　　　　　年度





　　項目

営業活動によるキャッシュ・インフロー

投資活動によるキャッシュフロー

総キャッシュフロー

財務活動によるキャッシュ・インフロー

‥‥

配当ＥＩＲＲ

営業活動によるキャッシュ・アウトフロー

その他（注３）

ＤＳＣＲ

ＰＩＲＲ

ＥＩＲＲ

配当

営業活動によるキャッシュフロー

投資活動によるキャッシュ・インフロー

投資活動によるキャッシュ・アウトフロー


（注１）消費税及び地方消費税、物価変動を除いた額を記入してください。

（注２）可能な範囲で具体的に記入してください。

（注３）その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入してください。

（注４）記入欄は、必要に応じ、適宜修正・追加してください。

（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。


様式Ⅳ－14　キャッシュフロー計算　指標の定義（付属）

ＤＳＣＲ、ＰＩＲＲ、ＥＩＲＲの各指標の定義は、下記のとおりとする。

ＤＳＣＲｎ＝



Ｉ＝Σ



Ｃａｐ＝Σ


Ｃａｐ＝Σ

（様式Ⅳ－15）

	事業の確実性維持計画

	事業の確実性の維持方策について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　事業の確実性を維持するための考え方

２　サービスの対価の減額などにより、運転資金が不足した場合の対応方法

次表から想定ケースを選択し（複数可）、想定している金額及び具体的な対応策を記入してください。複数選択した場合は、選択項目別にすべて記入してください。

具体的な対応策（例：金額、劣後ローンの返済条件、配当の考え方、積立の方法や期間等）を記入してください。想定ケース１及び２を選択した場合は、具体的な株主名について記述してください。


（注）記入欄は、必要に応じ、適宜追加してください。

３　出資者の事業への関与が維持される仕組み

４　事業者の責による事業の破綻を回避するための融資者の関与の方法

（例えば、ＳＰＣに社外取締役を設置させる、代替となる第三者の候補を市に推薦するなど）


備考　Ａ４版４ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－16）

	リスク対応計画

	リスクに対する対応策について、以下に言及しつつ、記述してください。

１　ＳＰＣ内におけるリスク分担の考え方

２　想定するリスクの種類及び各リスクについての対応策及び対応の主体

３　保険の付保計画及び各保険の付保内容（保険契約者、被保険者、対象範囲、保険期間、てん補限度額、保険料、免責金額など）

（注１）設計・工事段階、維持管理段階に分けて記述してください。

（注２）上記２における想定するリスクの種類には、本事業の実施方針別紙２のリスク分担表に記載のリスクを網羅してください。


備考　Ａ４版２ページ以内で具体的に記述してください。

（様式Ⅳ－17）

	履行保証金に関する考え方

	　契約保証金についての考え方を記載してください。
（１、２、３のうち、該当するものに○を付けてください。）
１　契約保証金を納付する。
２　次により契約保証金の納付に代える。（該当する・に○を付けてください。）
・横浜市債の提供

・国債証券の提供

・地方債の提供

・日本銀行適格担保社債の提供
・銀行が振り出し若しくは支払保証した小切手の提供
・政府保証債の保証
・金融機関の保証

・保証事業会社の保証
３　次により契約保証金の免除を受ける。
・履行保証保険の付保
（注）履行保証保険を付保する場合には、保険契約書案及び保険内容に関する資料を添付してください。




（様式Ⅴ－１）

平成　 年　 月　 日
入札説明書等に関する説明会参加申込書

「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等に関する説明会に、以下のとおり申し込みます。

	氏（法人）名
	参加者名
	所属部署名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	（連絡先）

氏（法人）名：
	担当者名：

	
	所属部署名：

	
	電話：

	
	ＦＡＸ：

	
	電子メール：


（注） Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。
（様式Ⅴ－２）

平成　 年　 月　 日
参考資料の貸与申込書

下記の＜参考資料の貸与に際しての条件＞を承諾して、「川井浄水場再整備事業」に関する参考資料のＣＤ－Ｒ（以下「本資料」という。）の貸与を希望しますので、以下のとおり申し込みます。

	氏（法人）名
	

	所在地（住所）
	

	法人の場合の所属
	

	担当者氏名
	

	連絡先
	電話：
	

	
	ＦＡＸ：
	

	
	電子メール：
	


（注） Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。



（様式Ⅴ－３）

平成　 年　 月　 日
参考資料の受取書兼誓約書

横浜市

横浜市水道事業管理者

水道局長　齋　藤　義　孝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

平成20年６月３日に公表されました「川井浄水場再整備事業」（以下、「本事業」という）に係る水質データ及び既存図面等のＣＤ－Ｒ（以下､「本資料」という。）を確かに受け取りました。なお、本資料の貸与を受けるに当たっては､下記事項を遵守することを市に対して誓約します。

記

１　本事業の入札の参加を検討する目的以外の目的で、本資料を利用しないこと。

２　貸与を受けた本資料を秘密として保持するものとし、第三者に開示しないこと。

３　前項までに定める秘密の保持は、本事業の入札に応じない場合及び入札に応じ落札者とならなかった場合であっても、存続するものとする。また、本資料の印刷及びコピーデータは落札者決定後、速やかに適切な方法で破棄するものとする。
４　本資料の利用により得た情報の利用に当たっては、第三者の権利利益を損なうことのないよう十分に留意すること。万一、第三者の権利利益を侵害した場合は、利用者が一切の責任を負うこと。

５　本資料については、汚損又はき損することのないよう、丁寧に取り扱うこと。万一、き損等の事態が生じた場合は、直ちに入札説明書第６　８の本事業の事務局あてに申し出て、職員の指示に従うこと。

６　本資料の貸出しを受けた場合は、落札者以外の応募者は落札者決定後、速やかに返却し、返却時においては職員の確認を受けること。

（様式Ⅴ－４）

平成　 年　 月　 日
入札説明書等に関する質問書

「川井浄水場再整備事業」の入札説明書等について、以下のとおり質問を提出します。

	氏（法人）名
	

	所在地（住所）
	

	法人の場合の所属
	

	質問者氏名
	

	連絡先
	電話：
	

	
	ＦＡＸ：
	

	
	電子メール：
	


	No.
	質問項目

（タイトル）
	頁
	対応箇所
	内容

	
	
	
	・入札説明書

・業務要求水準書
	第１、

第２

など
	１、２

など
	（１）、

（２）

など
	ア、イ

など
	（ｱ）、

（ｲ）

など
	ａ、ｂ

など
	

	例
	質問の受付期間
	11
	入札説明書
	第３
	５
	（２）
	イ
	（ア）
	ｂ

（a）
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注） Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

（様式Ⅴ－５）

平成　 年　 月　 日
入札辞退届

横浜市
横浜市水道事業管理者

水道局長　齋　藤　義　孝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

平成20年６月３日付で公表された「川井浄水場再整備事業」の入札参加資格確認申請を行いましたが、入札を辞退します。
（様式Ⅴ－６）

平成　 年　 月　 日
入札参加資格の確認結果に関する説明の要求書

横浜市

横浜市水道事業管理者

水道局長　齋　藤　義　孝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

「川井浄水場再整備事業」における入札参加資格の確認結果に関する説明を要求します。

（様式Ⅴ－７）

平成　 年　 月　 日
提案内容の審査結果に関する説明の要求書

横浜市

横浜市水道事業管理者

水道局長　齋　藤　義　孝　

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

「川井浄水場再整備事業」における提案内容の審査結果に関する説明を要求します。

（代表企業の名称　　　　　　　　）　　　　　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
 出資：


 （記入内容 ⇒出資額、議決権割合） その他の資金支援：


 （記入内容 ⇒ 増資の予定等）


 応募者内での業務の役割：


 （記入内容 ⇒ 交渉窓口、ＳＰＣの税務・会計・決算事務等の業務内容等）�
�



（膜ろ過装置の製造を担う者の名称　　　　　　　）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記述してください。�
�



（第三者委託を受託する者の名称　　　　　　）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記述してください。�
�



（上記以外の構成員の名称　　　　　　）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記述してください。�
�






（協力会社の名称　　　　　　　　　）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記述してください。�
�



（協力会社の名称　　　　　　　　）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記述してください。�
�






　項目�
平成


20


年度�
平成


21


年度�



…�
…�
平成


27


年度�
平成


28


年度�
�
開業関連費�
�
�
�
�
�
事前調査費�
�
�
�
�
�
�
�
�
設計費�
�
�
�
�
�
�
�
�
工事監理費�
�
�
�
�
�
�
�
�
周辺影響調査・電波障害等対策費�
�
�
�
�
�
�
�
�
契約関連経費�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他（注３）�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
�
直接工事費�
�
�
�
�
�
浄水施設�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
膜ろ過装置�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
�
�
�
�
配水池�
�
�
�
�
�
�
�
�
薬品設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
事業者用管理棟�
�
�
�
�
�
�
�
�
排水処理施設�
�
�
�
�
�
�
�
�
電気設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
計装設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
場内配管�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他必要な附帯施設�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他（注３）�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
�
共通費�
�
�
�
�
�
共通仮設費�
�
�
�
�
�
�
�
�
現場管理費�
�
�
�
�
�
�
�
�
一般管理費�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
 �
�
�
�
�
�
�
工事費　計�
�
�
�
�
�
�
�
合計�
 消費税・地方消費税抜き�
�
�
�
�
�
�
�
�
消費税・地方消費税相当額�
�
�
�
�
�
�
�
�
 消費地方消費税税込み�
�
�
�
�
�
�
�
（注１）各項目の例示を踏まえて積算し、その根拠を積算根拠欄に記入してください。


（注２）その他については、可能な範囲で具体的に記入してください。


（注３）提案内容により、適宜費目を訂正・追加の上、記入してください。


（注４）金額は、千円未満は切捨てで記入してください。


（注５）Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。











項目�
年額（千円）�
積算根拠�
�
運転管理業務費�
人件費�
�
�
�
�
光熱水費�
�
�
�
�
薬品費�
�
�
�
�
薬品洗浄費�
�
�
�
�
汚泥処理費�
�
�
�
�
電力費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
保全管理業務費（修繕費を除く。）�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
水質管理業務費�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
災害・事故対策業務費�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
安全衛生管理業務費�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
施設公開業務費�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
保安業務費�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
清掃業務費�
人件費�
�
�
�
�
諸経費�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
その他の費用�
�
�
�
合計�
�
�
�






項目�
積算根拠（詳細）�
�
運転管理業務費�
























�
�
保全管理業務費


（修繕費を除く。）�



























�
�
水質管理業務費�



























�
�






　　　　　　　　年度





 　　項目�
１年目�
２年目�
･‥�
20年目�
合計�
�
�
平成


26年度�
平成


27年度�
…�
平成


45年度�
�
�
浄水施設�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
配水池�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
薬品設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
事業者用�
�
�
�
�
�
�
�
管理棟�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
排水処理


施設�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
電気設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�






　　　　　　　　年度





 　　項目�
１年目�
２年目�
･‥�
20年目�
合計�
�
�
平成


26年度�
平成


27年度�
…�
平成


45年度�
�
�
計装設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
場内配管�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
その他


必要な


附帯設備�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
�
�
�
（注３）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�






項目�
積算根拠�
�
浄水施設�









�
�
配水池�









�
�
薬品設備�









�
�
事業者用管理棟�









�
�
排水処理施設�









�
�
電気設備�









�
�
計装設備�









�
�
場内配管�









�
�
その他必要な附帯施設�









�
�
その他（注１）�









�
�






　　　　　　　　　　年度


　項目�
平成


26年度


前期�
平成


26年度


後期�
平成


27年度


前期�
平成


27年度


後期�
‥‥�
平成


45年度


後期�
合計�
�
施設整備費及び支払利息�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
設計・第１段階工事期間


にかかる費用�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
上記の支払利息�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
設計・第２段階工事期間


にかかる費用�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
上記の支払利息�
�
�
�
�
�
�
�
�
維持管理費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
修繕費を除く維持管理費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
修繕費�
�
�
�
�
�
�
�
�
総計�
�
�
�
�
�
�
�
�






スプレッド�
％�
�
�
融資者分�
％�
�
�
ＳＰＣ分�
％�
�






�
�






�
�






（注３）�
�






必要な資金�
金額�
調達方法�
金額�
�
（注１）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
合計�
�
合計�
�
�






出資企業名�
金額�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
合計�
�
�






借入先�
金額�
借入条件（注２）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
合計�
�
�






（注３）�
�






前提条件�
�
借入金額�
円�
�
利率�
％�
�
�
基準金利�
％�
�
�
スプレッド�
％�
�
返済期間�
年�
�






　　　　　年度


　項目�
平成


26年度


前期�
平成


26年度


後期�
平成


27年度


前期�
平成


27年度


後期�
‥‥�
平成


45年度


前期�
平成


45年度


後期�
�
期初元本�
�
�
�
�
�
�
�
�
返済合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
金利返済�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
元本返済�
�
�
�
�
�
�
�
�
元本残高�
�
�
�
�
�
�
�
�






�
�






　　　　　　　　　年度


　項目�
平成


20年度�
平成


21年度�
平成


22年度�
平成


23年度�
‥‥�
平成


45年度�
合計�
�
収支計画�
収入　計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
サービスの対価�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
余裕金運用益�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他（注２）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
支出　計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
維持管理費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
保険料�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
公租公課�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
支払利息�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
割賦原価�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他（注２）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
税引前当期損益�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
法人税等�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
税引後当期損益�
�
�
�
�
�
�
�
�
資金計画�
資金需要�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
開業費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
初期投資�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
設備投資�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
借入金返済�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
配当�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他（注２）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
資金調達�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
税引後当期損益�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
割賦原価戻入れ�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
借入金�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
資本金�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他（注２）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
当期資金過不足�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
資金過不足累計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
借入残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
当初借入金�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
運転借入金�
�
�
�
�
�
�
�
�






項目�
初年度の金額


（千円）�
内訳・積算根拠�
�
サービスの対価�
�
様式Ⅳ－9に記載�
�
余裕金運用益�
�
�
�
その他�
�
�
�






項目�
初年度の金額


（千円）�
内訳・積算根拠�
�
維持管理費�
�
様式Ⅳ－8Ａ～Ｅに記載�
�
保険料�
�
�
�
公租公課�
�
�
�
支払利息�
�
�
�
割賦原価�
�
�
�
その他�
�
�
�






Ｃｄｎ：　ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価＋支払利息


Ｐｎ　：　ｎ年目の借入金返済額（借入金元本償還額）


Ｉｎ　：　ｎ年目の支払利息額





Ｃｄｎ





Ｐｎ＋Ｉｎ








Ｉ　　：　設備投資額（建中金利、開業時公租公課を含む。）


Ｃｎ　：　ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価＋支払利息


ｒ　　：　割引率（ＰＩＲＲ）





Ｃｎ





（1＋ｒ）ｎ





Ｃａｐ：　出資額


Ｃｅｎ：　ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価－借入金元本償還額


ｒｅ　：　割引率（ＥＩＲＲ）





Ｃｅｎ





（１＋ｒｅ）ｎ





Ｃａｐ：　出資額


Ｄｎ　：　ｎ年目の配当


ｒｅ　：　割引率（配当ＥＩＲＲ）





Ｄｎ





（１＋ｒｅ）ｎ





�
想定ケース�
チェック欄


（該当に○印）�
�
１�
株主等による追加出資、劣後ローン�
�
�
２�
株主等の信用力による運転資金枠の設定�
�
�
３�
配当部分の一部積み立て�
�
�
４�
予備費を含めた資金調達�
�
�
５�
その他�
�
�






該当No.�
具体的な対応策�
�
�









�
�
�









�
�






＜参考資料の貸与に際しての条件＞


１　本事業の入札の参加を検討する目的以外の目的で、本資料を利用しないこと。


２　貸与を受けた本資料を秘密として保持するものとし、第三者に開示しないこと。


３　前項までに定める秘密の保持は、本事業の入札に応じない場合及び入札に応じ落札者とならなかった場合であっても、存続するものとする。また、本資料の印刷及びコピーデータは落札者決定後、速やかに適切な方法で破棄するものとする。


４　本資料の利用により得た情報の利用に当たっては、第三者の権利利益を損なうことのないよう十分に留意すること。万一、第三者の権利利益を侵害した場合は、利用者が一切の責任を負うこと。


５　本資料については、汚損又はき損することのないよう、丁寧に取り扱うこと。万一、き損等の事態が生じた場合は、直ちに入札説明書第６　８の本事業の事務局あてに申し出て、職員の指示に従うこと。


６　本資料の貸出しを受けた場合は、落札者以外の応募者は落札者決定後、速やかに返却し、返却時においては職員の確認を受けること。
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